
主務省名　　国土交通省　
（単位：円）
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独立行政法人建築研究所 0 0

公募公募 一般競争契約 指名競争契約 企画競争

独立行政法人の平成２１年度契約事前点検結果【取りまとめ　前回競争性のない随意契約】

法人名

前回競争性のない随意契約 点検結果(注2)

うち競争性のある契約に移行すべきもの うち競争性のある契約への移行を前倒しとすべきもの(注2)
うちその他の見直し(注6）

一般競争契約 指名競争契約 企画競争



独立行政法人名　建築研究所　

公益法
人等
(注13)

公益法
人等
(注13)

公益法人
等との再
委託に関
するもの
(注12)

契約価格
の妥当性
に関する
こと(注12)

公益法人
等との再
委託に関
するもの
(注12)

契約価格
の妥当性
に関する
こと(注12)

公益法人
等との再
委託に関
するもの
(注12)

予定価格
の設定等
に関する
こと(注12)

1 ガス料

独立行政法人建築
研究所理事長村上

周三
茨城県つくば市立原

１番地

平成20年4月1日
筑波学園ガス㈱
茨城県つくば市金田
1917

－
４～９月分
1,659,615

－ －
会計規程第56条第
4項第1号

当該地域で唯一の
一般ガス事業者で
あるため

8 無 － －

2 電話料

独立行政法人建築
研究所理事長村上

周三
茨城県つくば市立原

１番地

平成20年4月1日
東日本電信電話㈱
東京都新宿区西新宿
3-19-2

－
４～９月分
1,344,166

－ －
会計規程第56条第
4項第1号

ＮＴＴは災害時有線
回線を所有している
ため、有線回線を確
保するため

8 無 － －

3 電話料

独立行政法人建築
研究所理事長村上

周三
茨城県つくば市立原

１番地

平成20年4月1日
㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ
東京都千代田区永田
町2-11-1

－
４～９月分
724,137

－ －
会計規程第56条第
4項第1号

ＮTTドコモは他社よ
り通信可能エリアが
広く、災害対応を考
慮したため

8 無 － －

4 回線専用料

独立行政法人建築
研究所理事長村上

周三
茨城県つくば市立原

１番地

平成20年4月1日
ＫＤＤＩ㈱
東京都新宿区西新宿
2-3-2

－
４～９月分
1,328,670

－ －
会計規程第56条第
4項第1号

導入当初、経済的
に有利となる通信
会社と契約を締結し
たものであり、継続
契約を行っているも
のである。

8 無 － －

5 回線使用料

独立行政法人建築
研究所理事長村上

周三
茨城県つくば市立原

１番地

平成20年4月1日
東日本電信電話㈱
東京都新宿区西新宿
3-19-2

－
４～９月分
1,012,961

－ －
会計規程第56条第
4項第1号

各地にある観測機
器からのデータを収
集するためのネット
ワーク回線を確保
するため

8 無 － －

6 後納郵便料

独立行政法人建築
研究所理事長村上

周三
茨城県つくば市立原

１番地

平成20年4月1日
郵便事業㈱
東京都千代田区霞が
関1-3-2

－
４～９月分
1,380,080

－ －
会計規程第56条第
4項第1号

信書は郵便事業㈱
のみしか配達でき
ないため

9 無 － －

契約担当官等の氏
名並びにその所属す
る部局の名称及び所

在地

契約金額 落札率
再就職の
役員の数
(注14)

随意契約によること
とした業務方法書
又は会計規程等の
根拠条文及び理由

競争性のない随意
契約によらざるを得
ない事由

競争性のない随意
契約によらざるを得
ない場合の根拠区
分

競争性のある契約
への移行予定の有
無

競争性のある契約
への移行予定があ
るが現時点で移行
困難な理由

競争性のある契約
への移行予定年限

契約名称及び内容 競争性の
ある契約
方式への
移行

点検の結
果、適当と
された契約
方式（注10)

見直し区分
(注11)

再就職の
役員の数
(注14)

点検、見直し後の契約等の状況

契約担当官等の氏
名並びにその所属す
る部局の名称及び所

在地

契約締結日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

点検結果

契約締結日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

予定価格 契約金額 落札率 契約方式（注4)
応札・応募
者数（注6）

予定価格

前回の契約等の状況(注7) 事前点検前に自ら前回より改善することとした内容(注8)

平成２１年度契約事前点検結果【前回競争性のない随意契約】

備　　考競争性の
ある契約
へ前倒し
(注9)

その他見
直し

左記の具体的内容（変更点なし
の場合その理由）

契約監視委員会等からの指摘事
項（前回からの改善点に対する
評価、指摘がない場合はその理

由）

指摘事項等に対する具体的取組

(単位：円、人）

No.

該当なし


